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研究要旨   

支援機器の選定・導入運用では、リハビリテーション関連職等（以下、リハ専門職）が使用

できる標準的なガイドライン等はなく、個人の知識や技術レベルに委ねられているのが現状で

ある。支援機器の選定には、使用環境や障害の状況およびその変化への対応が必要となること

から、多様な要件が必要となる。そこで本研究では、R2 年度までに作成した支援機器 ICF 対

応表を活用し、リハ専門職が、適切な支援機器の選定・導入運用を実施するために役立つガイ

ドラインを開発することを目的とする。 
ICF および ISO9999 の最新動向に関する調査からは、それぞれの課題と改訂状況の情報を

収集することができ、これらの内容はガイドのコラムに記載することとした。以上より、幅広

い支援機器の選定や導入に資するガイドを作成し、その効果および課題を抽出することができ

た。 
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A． 研究目的 

支援機器の選定・導入運用では、リハビリテーシ

ョン関連職等（以下、リハ専門職）が使用できる標

準的なガイドライン等はなく、個人の知識や技術レ

ベルに委ねられているのが現状である。支援機器の

選定には、使用環境や障害の状況およびその変化へ

の対応が必要となることから、多様な要件が必要と

なる。近年、種々の支援機器が開発・普及しており、

統一的な概念に基づいた支援機器の情報と、それら

を活用して適切な選定・導入運用を行うための標準

的なガイドラインの作成が急務である。 
井上らは支援機器の選択・導入運用に着目し、そ

れらを適切に行うためのガイドラインの作成に向け、

国際的な共通言語である ICF（国際生活機能分類）

と ISO9999（福祉用具の分類と用語の国際規格）を

用いて、支援機器のデータと利用者の特徴、利用場

面を結びつける支援機器 ICF対応表を作成するとと

もに、関連する情報を収集してきた（厚生労働行政

推進調査事業費 19GC2002 R1～R2）。 
本研究は、R2 年度までに作成した支援機器 ICF

対応表を活用し、リハ専門職が、適切な支援機器の

選定・導入運用を実施するために役立つガイドライ

ンを開発することを目的とする。そのために、これ
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までに取得したリハ関連専門職の現状に関する情報

を基に、ICF と支援機器を組み合わせた支援手法を

構築し、またリハ関連専門職のニーズに合わせて、

支援機器 ICF対応表のデータ出力形式等を更新する。

さらに、ICF や ISO9999 の国際動向の把握も行い、

ガイドラインの内容に反映させる。 

 

B． 研究方法 

1.支援機器の選定・導入運用ガイドラインの作成 

令和 2年度までに作成した ICF対応表を中心に支

援機器の選定・導入運用に関する調査結果及びガイ

ドライン骨子案について精査及び議論等を行い、ガ

イドライン案を作成した。作成にあたっては、ガイ

ド作成グループの作業と、研究班全体での議論によ

り選定・導入運用手法を作成し、それを基にガイド

一次案、二次案を作成した。 
さらに、リハ専門職 53 名を対象に、「支援機器

の選定・導入ガイド（二次案）」を配布し、それに

基づき特定の支援機器の利用者を想定したシナリオ

について、情報整理シートを用い、想定される支援

機器を選定し、自由記述を含むアンケート調査を行

った。 
2.支援機器ICF対応表の更新  

これまでの研究で構築した支援機器ICF対応表に

ついて、新たな機器に関する情報を収集し、データ

を更新した。また、支援機器とICFの対応について

デルファイ法を用いて、ICFコーディングの妥当性

を確認した。さらに、対応表を利用する専門職のニ

ーズや知識を把握し、対応表を更新した。 
3. ガイドライン利用モデルの構築および課題抽出 

ガイドラインの想定利用者が臨床現場において直

面する課題を抽出・整理するためのアンケート調査

を実施した。対象は、障害者の在宅支援に関する相

談業務の処理件数が多いと考えられる調査対象施設

として、都道府県・指定都市に設置されている難病

相談支援センター78施設、一般社団法人日本訪問リ

ハビリテーション協会が公開する認定療法士所属施

設403施設とした。 

また、リハビリテーション関連職等が支援機器の

適切な選定・導入運用を行うにあたり、利用者が容

易に情報にアクセスするためのICF辞書、コード検

索システムを開発した。 
4.ICFおよびISO9999の動向把握 

ICF の最新の動向について、WHO 国際統計分類

協力センターネットワーク（WHO-FIC）内の生活

機能分類グループ（FDRG）および ICF 分類・統計

諮問会議（CSAC-ICF）の中間・年次会議および定

期ミーティングに出席し、最新の改訂、普及推進に

関わる WHO および協力センターの動向の把握を行

った。 
 ISO9999 については、国際標準化機構（ISO）の

福祉用具技術委員会（TC173）の第 2 分科会（SC2）
に関連する会議等に出席し、動向の把握を行った。 
 さらに、支援機器に関する国際的な動向について、

WHO の動向と GAATO（世界支援機器関連団体連

盟：Global Alliance on Assistive Technology 
Organizations）の動向について、インターネット

情報および関連する会議への参加を通して、情報収

集を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

被験者を対象とした調査は、国立障害者リハビリ

テーションセンター及び関係する施設の倫理審査委

員会の承認を得て実施した。対象者には口頭又は書

面にて説明を行い、同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

1.援機器の選定・導入運用ガイドラインの作成 

令和 2年度までに作成した ICF対応表を中心に支

援機器の選定・導入運用に関する調査結果及びガイ

ドライン骨子案について精査及び議論等を行い、ガ

イドライン一次案としてコンセプト及び目次案を作

成した。コンセプトは以下の通りである。 
1. 個人の知識や技術レベルに大きく左右されず、

多くの医療福祉専門職等が共通言語を用い支援

機器の選定・導入運用ができるための指針であ

る。 
2. 主にリハビリテーション関連医療専門職等が、

国際生活機能分類（以下「ICF」という。）を用

い、障害者の心身機能と活動と参加から支援機
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器を選定・導入運用する手法を示すものである。 
作成したガイドを添付資料に示す。本ガイド及び

ICF対応表及び ICFコード検索システムを用いるこ

とで、リハビリテーション関連医療専門職等が、支

援機器の選定・導入運用する際の意思決定の根拠と

して寄与するものである。ガイドの目次を以下に示

す。 
1.はじめに 
2.本ガイドの目的と対象範囲・位置づけ 
3.生活機能と障害の捉え方 
4.支援機器の定義と範囲 
5.ICF に基づく生活機能と支援機器 
6.支援機器の選定方法 
7.支援機器 ICF 対応表 
8.支援機器の選定・導入の流れと本ガイドの位置 
づけ 

9.支援機器の有効活用に向けて 
アンケート調査の結果、支援機器の選定・導入経

験が少なからずある専門職であっても、本ガイドが

半数以上で有益であることが明らかになった。一方

でガイドの難易度も半数以上が難しいと回答してお

り、本ガイドに何らかの課題が残ることも明らかと

なった。自由記述の回答からは、ICF のコーディン

グの難しさの問題や、それにともなう効率の低下、

検索の難しさ、収載データの数や説明の問題等が指

摘された。一方で、想定していなかった新たな機器

の可能性を発見できることや、経験に依らず機器の

選定ができる点、選択肢が提示される点など、臨床

の現場における利点も示された。想定されるガイド

の利用対象者に関する回答では、医療・福祉の専門

職が多く挙げられた。また、本人や家族といったエ

ンドユーザーとの回答も一定程度あり、利用者中心

で考えることの重要性も示された。 
2. 支援機器 ICF 対応表の更新 

「支援機器 ICF 対応表」に、09（セルフケア活動

及びセルフケアへの参加のための用具）については、

125 の機器、15（家事及び家庭生活参加支援用具）

については、49の肢体不自由関連の機器を追加した。

発達障害のある人のための機器として追加したのは、

コミュニケーションの支援・訓練用具、読書支援用

具、注意の訓練用具、把持用具などであった。これ

らは、昨年度までに収集した、認知障害のある高齢

者のための支援機器には、見られない機器であった。

この種の機器のなかには、使用する視覚シンボルや

音声、機器のサイズを変えれば、認知障害のある高

齢者にも有用と思われるものがあった。この結果は、

発達障害のある人に比べて、支援機器自体の種類や

データベースなどの情報が少ない、認知障害のある

高齢者向けの機器開発ニーズの抽出に役立つと思わ

れた。 
専門職による支援機器の ICFコーディングに関す

るデルファイの結果から、機器ごと・専門職ごとに

顕著な傾向の差は見られなかった。また、既存デー

タベースと比較したところ、一定の傾向差が確認さ

れたが、コード数に制約があることや、コーディン

グ目的が異なることを考慮すると、許容できる範囲

であると考えられた。従って、ICF コードを手掛か

りに支援機器データベースを検索することは妥当で

あり、有する知識差や機器特性などに影響を受けず、

目的の機器を指定することが可能であることが示唆

された。 
出力形式の拡充としては、支援機器情報として、

入手に際して利用できる可能性のある制度を追加し

た。制度に関しては、補装具、日常生活用具、医療

機器、介護保険の 4 つを対象とした。日常生活用具

に関しては、自治体によって給付内容が異なるため、

「利用できる“可能性のある”制度」として情報を

掲載し、実際の該当の可否等ついては、ガイドライ

ンのユーザに直接確認してもらう方針とした。また、

各支援機器について、これまで作成してきたイラス

トに加え、文字情報でわかりやすく概要を伝える「説

明文」を追加した。さらに、現場で役立つ出力形式

として、テクノエイド協会の福祉用具のコード

（CCTA95）と ISO の対応付けを行い、同協会のデ

ータベースと連結し、参考製品例を確認できるよう

にした。さらに、可視化システムの改修により、ICF
コードを用いて、利用者に適した支援機器を検索し、

支援機器データベースに登録された全ての関連情報

を閲覧できる「支援機器 ICF 対応表検索システム」

を構築した。 
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模擬シナリオによる試行の結果、ICF 項目の内容

の説明が必要、ICF コードの選択順、アイコン操作

の問題などが指摘され、改良を行った。 
収載機器は 775 件となった。 

3. ガイドライン利用モデルの構築および課題抽出 

アンケート調査の回答施設における相談の障害支

援区分・身体障害者種別等の傾向から、7 割以上の

施設が、支援機器の相談に自ら対応すると回答した

一方で、支援機器の選定に課題を抱える施設が半数

程度存在した。従って、本研究課題で構築している

データベースは、支援機器に関する相談対応におけ

る課題解決に資するツールとなり得ることが確認さ

れた。一方で、相談対応を関連機関に引き継ぐ必要

がある時も、十分な連携体制が確保されていない状

況が示された。また、支援機器の調達や活用事例な

ど、支援機器データベース内には含まれない情報へ

のニーズも高いことが分かった。 
支援機器の中でも給付制度でほとんどカバーされ

ないスマートデバイスの適合に焦点を当て、在宅支

援現場における課題を把握した。その結果、スマー

トデバイスの適合においても、Federiciらによる ATA 
モデルのような従来の支援機器の適合プロセスと同

様の機器選定・調整作業が確認された。 
ICF 辞書、コード検索システムの開発では、ICF

の"活動と参加"の第二レベルの79項目のコードに関

連した語句のリストの更新を行った。更新にあたっ

ては"痴呆"などの差別語の排除、一貫性に配慮した

改訂を実施した。また、検索システムについては多

数の検索語句および支援機器の情報を登録できるデ

ータベースを備えたシステムを作成し、コードの支

援機器と ICFとの対応表を用いてコード検索後に該

当コードに紐づいた支援機器の情報にアクセスでき

る仕組みを作成した。このシステムは web 上のアプ

リケーションとして作成し、語句から ICF のコード

の検索を実施することができる。さらに、使用した

関連語句リストのブラッシュアップを実施し、コア

となる ICD-11V 章の項目について、タイトルの同

義語、類義語、関連する環境因子などを含むより詳

細な語句リストを作成した。関連する語句の数は

1974 単語となった。 

4.ICFおよびISO9999の動向把握 

ICFは2001年に公表されて以降、普及が進められ

てきたが、同じくWHOの国際分類であるICDが広く

世界中の保健システムに取り入れられている現況と

比較すると、ICFの普及状況はまだ国際分類として

十分に立場を確立しているとは言えない。それに対

し、近年その普及推進に向けた様々な取り組みが行

われている状況を確認できた。現在、ICFによる生

活機能の記述の普及に向けた具体的な方策が検討さ

れていることは、生活機能評価をベースとした情報

システム全体の枠組みの中に福祉機器の情報をどの

ように組み込んでいくかを検討する上において重要

な情報となる。また、現在WHOはこれまでの改訂

をまとめ、ICF2023として発行を計画している。さ

らにICFの利用を促進するべく、分類の検索のため

の関連語句の追加とともに、ICFの症例シナリオの

収集や、ICD-11 V章に採用されたWHODASの子供

版の開発など、現在の取り組みの方向性について情

報収集を行うことができた。 
ISO9999の改訂作業は、現在最終段階に入ってお

り、最新版の規格が令和4年5月に発行された。今回

の改訂は、比較的大規模であり、本研究で作成して

いる支援機器ICF対応表への採用には、時間をかけ

た国際的な採用の動向を注視していく必要がある。 
WHOとUNICEFが共同で、この分野では初とな

る支援機器のグローバルレポートの作成を進めてい

た。発行は、5月の予定であった。それによる情報

の共有や、それに基づく国際的な取り組みにより、

支援機器分野の研究開発や実践が加速されることが

予想される。また、GAATOでは支援機器の利用効

果に関する世界的な取り組みを進めており、その動

きの加速要因となると共に、GAATO自体がそれを

担うプラットフォームとなることも考えられる。こ

れらの動向をふまえながら、国内の支援機器の普及

に対する研究や実践に取り組むことが重要であり、

同時に国内の取り組みを世界に向けて発信すること

も重要と考えられる。 

 

Ｄ．考察 

1.支援機器の選定・導入運用ガイドの作成 
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現状、個人の知識や技術レベルに委ねられている

支援機器の選定・導入運用に役立つガイドの開発を

目的とし、ICF対応表を中心に支援機器の選定・導

入運用に関する調査結果及びガイド骨子案について

精査及び議論等を行い、ガイドを用いた実証評価を

行いガイドを完成させた。実証評価の限界もあり、

今後の研究が必要な段階であることがわかった。本

ガイドが、ICF対応表及びICF検索データシステム

の活用手順及びガイド利用モデルとともに多くの医

療福祉職に使用され、試用及び検証を含めた社会実

装が進む事で、統一的な概念のもと障がい者に支援

機器を届けられることに寄与すると考えられる。ま

た、将来的には、支援機器の有効性等のエビデンス

を提供することにも資する可能性がある。 
2.支援機器ICF対応表の更新 

本研究により、新たな支援機器として、肢体不自

由者が用いるセルフケア活動及びセルフケアへの参

加のための用具、家事及び家庭生活参加支援用具、

発達障害のある人が用いるコミュニケーションの支

援・訓練用具、読書支援用具、注意の訓練用具、把

持用具などを追加し、支援機器 ICF 対応表を更新し

た。また、リハ専門職を対象としたデルファイ調査

を実施し、支援機器の ICF コーディングの妥当性を

確かめた。さらに、対応表の出力形式について、入

手に際して利用できる可能性のある制度、および説

明文のデータを作成し、追加した。 
対応表の更新により、支援機器データベースに登

録した775件の支援機器について、イラスト、説明

文、利用できる可能性のある制度、関連するICF/ISO/ 
CCTA95コード、参考製品例の情報をICFコードと

対応付けて提供することが可能になった。また、支

援機器の選定・導入ガイドで活用できるデータの出

力形式として、製品情報を追加することとし、支援

機器データベース、可視化システムの改修により、

テクノエイド協会の福祉用具情報システムと連結し

て、参考製品例を表示する「支援機器ICF対応表検

索システム」を構築した。 
3. ガイドライン利用モデルの構築および課題抽出 

障害者支援施設へのアンケート調査から、支援機

器に関する相談対応に際しての課題を分析した結果、

支援機器の選定に際しての課題が確認され、本研究

課題において構築するデータベースの有用性が示唆

された。在宅支援におけるスマートデバイスの適合

に関するヒアリング調査では、既存の支援機器評価

モデルに沿ってスマートデバイスの導入で生じる課

題を抽出・分析した。その結果、新規性の高さに起

因したフォローアップや機器選択における課題が確

認され、ガイドライン導入でそれらが解決される可

能性が示唆された。 
また、ICF 語句検索システムの作成と検索辞書の

ブラッシュアップの結果、ICF 分類に関する専門知

識無しにデータベースの検索が可能になり、網羅的

語句リストの導入で検索性の向上が期待されること

が示唆された。 
4.ICF および ISO9999 の動向把握 

 WHOおよびWHO国際統計分類ネットワークでは、

これまでの成果を踏まえ、アップデートと新しいプ

ラットフォームへの対応を進めている。特に新しい

国際分類プラットフォームへの融合は、ICDやICHI
との連携を強化し、分類システム全体の一貫性を高

めることにつながると考えられる。また、同義語の

収集により検索性を高めたり、症例シナリオを作成

するなど、臨床での活用を促進するための取り組み

にも積極的に取り組んでおり、今後一層の利便性向

上に貢献することが期待される。 
また、５月に発行された ISO9999 は、大分類の

構成や支援機器の定義など、大きな改訂がなされて

いる。この動向は、世界的に影響を及ぼすものと考

えられる。特に支援機器の定義の改訂は、障害の分

野に少なからず影響を及ぼすであろう。また、次期

改訂の議論も始まっており、今後の議論についても

動向の把握が必要である。 
 

Ｅ．結論 

本研究では、支援機器の選定・導入運用において

リハ専門職が活用できるガイド案を作成し、専門職

による試行を経て、ガイドを完成させた。ガイドで

活用する支援機器 ICF 対応表については、、セルフ

ケア関連機器等の追加を行うとともに、製品データ
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ベースとの連結などの更新を行い、活用可能な形で

提供する事ができた。 
また、ガイドの利用モデルの構築では、想定され

る利用現場の情報を収集し、対象となる利用者像や

利用フローを作成し、利用モデル案を構築した。さ

らに、ICFのコード選択の支援システムも作成した。 
ICF および ISO9999 の最新動向に関する調査か

らは、それぞれの課題と改訂状況の情報を収集する

ことができ、これらの内容はガイドのコラムに記載

することとした。 
以上より、幅広い支援機器の選定や導入に資する

ガイドを作成し、その効果および課題を抽出するこ

とができた。今後はこれらのツールを用いた支援機

器の開発や普及のための拠点の構築につなげる予定

である。 
 

Ｆ．健康危険情報 

 特になし 
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【支援機器の選定・導入ガイド】 

厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業 

「リハビリテーション関連職等が支援機器の適切な選定・導入運用時に

用いるガイドラインの開発」研究班 
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１．はじめに 

支援機器（assistive product）の選定や導入においては，利用者の心身状況やその変

化の可能性，介助者の状況や住環境の使用環境および社会環境との関係等，多様な要件を

考慮する必要がある。この一連の流れにおいては，リハビリテーション関連職等の関与が

重要となる。例えば，リハビリテーションセンターや身体障害者更生相談所，他の専門的

な相談に対応できる機関では，支援機器に関する適切な支援を受けることができるが，そ

こでも給付制度の対象となっている機器や身体障害を対象とした機器が中心となり，それ

以外の支援機器の選定や導入については，まだまだ必要な体制が整っておらず，十分なサ

ービス提供がなされていないのが現状である。 

障害福祉サービスの最前線と考えられる，全国の相談系サービス事業所を対象とした調

査の結果によると，支援機器の相談ありと回答した事業所が４割足らずで，その対応につ

いても関連機関への紹介等で対応するケースが多いとの結果が得られた１）。また，支援機

器の相談を受けて困ることとしては，「適切な支援機器の種類がわからない」「相談すべ

き専門職がいる機関との連携がないか不十分」といった回答が得られている。さらに同調

査では，「支援機器とはどのようなものかの解説」「障害の捉え方と支援機器の関係」

「支援機器に関する情報を入手する手段」等をまとめたガイドの必要性が示されている。 

以上のような現状を踏まえ，障害者福祉に携わる専門職を対象とし，支援機器の選定や

導入を適切に行うためのガイドを作成することとした。作成にあたり，ある程度支援体制

が整っている給付制度の対象機器のみならず，障害者に役立つ一般製品も含めて適用でき

るようなガイドとすることと，さらに対象を身体障害のみでなく認知機能の支援に役立つ

支援機器を含めることを念頭においた。また，このような包括的なガイドとするために，

国際的な共通概念，共通言語を積極的に取り入れ，それらに基づき解説した。そのため，

世界保健機関（WHO：World Health Organization）が 2001年に発行した「国際生活機能

分類（ICF：International Classification of Functioning, Disability and 

Health）」を理論的な基盤として据えることとした。ICFを基にしたリハビリテーション

サービスの提供は，国内でも広がりをみせており，リハビリテーション専門職の養成校に

対する調査結果では，多くの学校で ICFの教育を行っている実態も示されている 1)。支援

機器の分類としては，国内最大の支援機器データベースである公益財団法人テクノエイド

協会のデータベースにおいても利用されている国際標準化機構（ISO）9999（支援機器の

分類と用語）の分類コードを活用することとした。 

 

２．本ガイドの目的と位置づけ，対象範囲 
１）目 的 

前述のとおり，本ガイドはリハビリテーション専門職等が ICFや ISO 9999等の共通言

語を用いて支援機器のデータベース等の情報を容易に活用し，適切な支援機器の選定・導

入を実施するために役立つことを目的としている。 

 

２）位置づけ 

本ガイドは，リハビリテーションの計画やケアプランに基づいて設定された支援機器を

選定し導入する際の，主に最初の段階で利用されることを想定している。そのため，利用

者の特徴（心身機能・身体構造）と支援機器の利用場面（活動・参加）の状況について

ICFを用いて記述・整理し，対象者の利用が想定される支援機器の候補を幅広く捉えるこ

とに注力している。従来の教科書的な支援機器の選定を行う前段階で，本ガイドのような

網羅的な検討を行うことで，新たな気づきにつながる可能性を企図している。 

 

３）対 象 
対象は，支援機器の相談を受ける医療福祉専門職等，福祉サービスの現場で対応する
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方々で，具体的には支援機器の専門的な対応が主たる業務ではないリハビリテーション専

門職および障害者福祉サービス事業所や更生相談所等の看護師，社会福祉士，ヘルパー等

を想定している。 

 

３．生活機能と障害の捉え方－ICF の概念を中心に 
支援機器は，障害のある方々の生活において「生活機能」をサポートする重要な役割を

もつ。生活機能とは，筋力や感覚の機能，認知機能，歩行，食事，更衣などの日常生活活

動（ADL：Activities of Daily Living），社会参加を含む広い概念である。これまで医

療・福祉の現場において重要視されてきたのは，生活機能の一部である ADL である。これ

は日常生活の自立に必要な移動，トイレ，入浴といった活動を指し，実際に患者の生活支

援において基本となる概念である。ただし，ADL は家で生活するための最低限の活動能力

に限定されていることから，生活機能の一面しかみていないという指摘もなされている。

そこで，生活機能をより包括的に評価するための枠組みとして，WHO によってつくられた

ICF を用いて包括的，高精度の生活機能評価を実施するための枠組みの作成が進められて

いる。 

 ICF は，それまでの国際障害分類 (ICIDH： International Classification of 

Impairments, Disabilities and Handicaps)の後継分類として 2001年に公表された。ICF

は，全部で 1,600 以上の項目から構成される生活機能の分類であり，WHO 国際統計分類の

中心分類の一つに位置づけられている。ICF は，健康を心身機能，身体構造，活動と参加

といった生活機能とその障害により構成され，環境因子と個人因子といった背景因子によ

って修飾を受けるという概念モデル（図１）に基づいて作成されている。分類項目は，心

身機能，身体構造，活動と参加の３つのパートに分かれており，背景因子としては環境因

子のみに分類が作成されている。それぞれの分類は，第１レベルから第４レベルまでの階

層構造となっており，例えば「感覚機能と痛み」という章（第１レベルの分類）の中に

「b280 痛みの感覚」という第２レベルの分類項目があり，さらに第３レベルとして全身的

な痛みもしくは局所的な痛みという分類項目がある。なお，局所的な痛みの場合は第４レ

ベルとして頭頸部の痛みや背部の痛みというように，より詳細に分類することが可能であ

る。このような分類を使用することで，患者の生活機能を詳細に記述することが可能とな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ WHO-ICFの構成概念 

 

 ICF では，ICIDH からいくつかの点で大きな変更がなされた。ICIDH では，障害を機能障

害，能力低下と社会的不利の 3 つの階層から説明されていたのに対し，ICF では障害や低

下といったネガティブな言葉で障害を定義することを廃し，生活機能に問題があるという

表現を使って障害者を定義することを避けている。また，ICIDH では機能障害が能力低下

をきたし，それが社会的不利の原因となるというように，「機能障害→能力低下→社会的
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不利」の一方向の因果関係がモデル化されていたが，活動や参加の状態が心身機能に影響

を与えることもしばしば認めることから，ICF の概念モデルでは双方向の矢印が記載され

ることとなった。さらに，ICF の特に重要な特徴として，心身機能，身体構造，活動や参

加といった生活機能の要素に大きな影響を与える背景因子，その中でも環境因子を加えた

ことがあげられる。環境因子には，個人の生活機能に影響を及ぼす人や物品，建物の構造

等，様々なものが含まれるが，支援機器はこのような環境因子の主要な構成要素として生

活機能に大きな影響を与える。例えば，運動機能において歩行能力に著明な低下がみられ

る場合でも，車いす，装具や杖といった支援機器によって患者の移動能力は向上し，その

結果として日常生活の自立や就労が可能になる等，活動や参加のレベルを大きく改善する

ことのできる可能性がある。 

ICF の概念モデルが示すように，患者にとって健康とは生活機能であり，疾病はすなわ

ち「生活機能に問題をもたらすもの」である。生活機能とその障害について，ICF のよう

な標準的な枠組みを用いて包括的な記述を行うことは，障害のある方々の立場に立って健

康状態の問題を捉えることに役立つ。さらに ICF において強調されているように，環境因

子は生活機能，ひいてはその方の生活の質に大きな影響を与える。技術的な進歩を背景に，

環境因子としての支援機器は年々そのバリエーションを増やしており，その知識の共有を

進めることで，支援機器の活用を通じた生活機能改善への貢献が期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．支援機器の定義と範囲－ISO 9999 の支援機器の定義 
 支援機器とは，幅広く障害     のある方々に役立つ機器の総称として示されている。

ここでは，同様に幅広い範囲を支援機器として扱っている国際規格 ISO 9999 を参照する

ことで，その定義と範囲を示すこととする。 

支援機器とは，障害者によって使用される，または障害者のために使用される用具・器

具・機器・ソフトウェアであって，特別に製造されたもの，または汎用製品であるかは問

わず，以下のうち少なくとも一つに該当するものである（ISO 9999:2016を参照）。 

【コラム１】  ICF 関連の動向 

国際生活機能分類（ICF）は定期的にアップデートが行われ，現在は小児用の ICF

（ICF-CY）を統合することを含め，大幅に更新された ICF2020 の公表を待っている段階

である。変更については，生活機能に関して多くの改訂が進められている。一方で，環境因

子についての改訂は数が少ない。ICF の支援機器に関する環境因子の項目は，生活支援

機器，移動機器，コミュニケーション機器，教育関連機器，就労関連機器，文化・レクリエーシ

ョン・スポーツ関連機器，宗教関連機器の 7 つがあり，国際標準化機構（ISO）9999 の大

分類と比較しても数が少なく，これらの点も考慮して ICF の改訂を進めることが必要だと考

えられる。また，世界保健機関（WHO）の国際分類に共通した新しいオンラインプラットフォ

ームが準備され，WHO の国際分類ファミリーにおける国際疾病分類（ICD）や医療行為の

国際分類（ICHI）と同じプラットフォーム上で管理されるようになった。このプラットフォーム

には誰でもアクセスできるようになり，改訂提案がよりオープンに受けつけられるようになる

予定である。 

ICD では，Use case に基づく普及の方向性の検討が行われ，新しい疾患分類（ICD-

11）には ICF の概念に基づき作成された生活機能評価のための補助セクション（V 章）が

取り込まれ，生活機能についても疾患の情報と関連づけられて数値化されることが期待さ

れている。その他，教育ツールとして開発された ICF e ラーニングツールの普及も推進され

ている。 
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・参加のためのもの。 

・心身機能と構造および活動に関して，保護または支援，訓練，測定，代替するもの。 

・機能障害，活動制限，参加制約を予防するもの。 

ポイントは，用具や器具，機器に加えて，ソフトウェアを含んでいる点と，特別に製造

されたもの（いわゆる福祉用具）に加えて一般製品も対象としている点である。ただし，

以下の事項は除外される。 

・支援機器の設置に必要な用具類。 

・医薬品。 

・医療関係専門職によってのみ用いられる支援機器および機器類。 

・介助者，盲導犬，読唇など機器によらない解決。 

・植込み型機器。 

・財政的支援。 

 注記：ISO 9999:2016では，上記に加えて「この国際分類に含まれる複数の支援機器の

併用によって可能となる解決策」も除外項目に記載されているが，この項目は分類規格と

しての除外項目であるため，本ガイドでの記載からは削除した。なお，参考として ISO 

9999:2016の大分類で示される支援機器の項目を表 1に示す。 

 

表１ ISO 9999:2016 の大分類に示される支援機器 

コード 大分類 

04 医療関連用具 

05 教育・技能訓練用具 

06 義肢・装具 

09 パーソナルケア関連用具 

12 移動関連用具 

15 家事および家庭生活支援用具 

18 家具・建具・建築設備 

22 コミュニケーション・情報支援用具 

24 操作用具 

27 環境改善・作業用具 

28 就労および就労訓練用具 

30 レクリエーション・レジャー用具 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【コラム２】  ISO 9999 改訂の動向 

国際標準化機構（ISO）第 173 専門委員会（TC：支援機器）第 2 分科委員会（SC：分類

と用語）では，支援機器の定義に関する重要な改訂が進められ，ISO 9999 自体も改訂が行

われている。本研究において参照している 2016 年度に発刊された ISO 9999（ISO 

9999:2016）は改訂作業が進められ，2022年 5月に第 7版の ISO 9999:2022が発刊

されている。ここでは ICF で示される生活機能が核となる点と，その負の表現である障害を低

減することに支援機器の役割がある点が改めて示されている。また，ISO 9999:2016 のタイ

ト ル 「 Assistive products for persons with disability — Classification and 

terminology」は，ISO 9999:2022 では「Assistive products — Classification and 

terminology」と「persons with disability」が削除されるなどWHO-ICF との整合性を高

める改訂が行われた。さらに，認知機能に関わる支援機器やその他の先進的な支援機器の台

頭も課題として議論され，支援機器分野の発展のスピードに，規格や制度がどのように対応で

きるのかという問題提起も示された。 
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５．ICF に基づく生活機能と支援機器－考え方と事例 
１）ICF に基づく生活機能と支援機器の関係①―考え方 
支援機器は，ICFの環境因子に位置づけられている。心身機能と身体構造や，活動と参

加に影響を及ぼし，促進因子としても阻害因子としても働く可能性がある。しかしながら

本ガイドでは，主に促進因子としての支援機器の選定・導入を目指すことが目的であるた

め，促進因子として働く支援機器を主として考えることとする。 

 生活機能と支援機器の関係を概念的に示したものが図２である。多くの支援機器は，主

として活動・参加に作用する。この場合，利用者の心身機能・身体構造の低下状態と，支

援機器を利用することで改善を図ろうとする生活の場面（活動・参加）は，支援機器を選

定するために必要な入力情報となる。また，支援機器を利用しないで行う活動・参加の状

態が，支援機器を利用することにより改善される点は，支援機器の利用効果を示すことと

なる。これらの関係が，利用環境や関係するステークホルダーの状況等との関係も含め

て，最適となるような支援機器の選定や導入が求められる。 

このプロセスを進めるにあたり，図２に示す支援機器と生活機能の関係を可視化するた

めのテンプレートを示す（図３）。なお，本テンプレートは MS-Excelにて提供される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 支援機器と生活機能の関係 

 

支援機器を選定・導入するにあたっては，利用者自身の現状を把握する必要がある。そ

のためのツールとして用いるのが図３に示す情報整理シートである。このシートは ICFに

準じて利用者の生活機能を記載するものである。まず改善目標とする活動・参加の項目と

状況を記載する。利用者自身の「こうなりたい」という希望「Hope」に対しての現状を記

載するとよい。その後，その活動や参加を阻害している要因である心身機能の低下の状態

（機能障害），身体構造の状態（構造障害）を考え記載し，それらの障害に対する ICFコ

ードを記述する。ここで記述された ICFコードにより支援機器 ICF対応表検索システム

を利用し，支援機器を選定する。 

また，支援機器を選定したとしても，果たして選定された支援機器が利用者にとって有

益（利用者が使用できるか・介助者に負担を及ぼすことがないか・使用する環境に問題は

ないか・選定した機器で活動や参加は改善するかなど）であるか検討する必要がある。そ

こでシートの下部にある生活機能の状態（支援機器あり）を記載していくことで選定した

機器が問題なく導入できることを確認するとよい。 
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図３ 支援機器選定・導入のための情報整理シート 

疾患等

（ICDコード）

関連する心身機能の低下の状態を記載 ICFコード（記述）

関連する身体構造の状態を記載 ICFコード（記述）

改善目標とする活動・参加の項目と状態を記載 ICFコード（記述）

支援機器

（ISO9999コード）

図や写真があれば添付

機種名

（メーカ）

利用におけるステークホルダを記載 留意点を記載

利用環境を記載 留意点を記載

改善後の状態を記載 ICFコード（記述）※目標とした項目以外があれば導入前の状態と共に記載

支援機器選定・導入ガイド　情報整理シート

生活機能の状態（支援機器あり）

ステークホルダ，留意点

利用環境，留意点

改善目標とする活動・参加の項

目と改善後の状態，ICFコード

（記述）

想定される支援機器

生活機能の状態（支援機器なし）

心身機能の状態，

ICFコード（記述）

身体構造の状態，

ICFコード（記述）

改善目標とする活動・

参加の項目と状態，ICFコード

（記述）

① 利用者の希望「Hope」

に対する現状を記載 

② 利用者の活動や参加を

阻害する原因を記載 

③ ②に対応する ICF コードを

記述し，検索システムにより支

援機器を選定 

④ 選定した支援機器が使用

可能か総合的な判断を行う 
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２）ICF に基づく障害と支援機器の関係②－事例 

 

疾患等

（ICDコード）
SMA (G12.1 その他の遺伝性脊髄性筋萎縮症)

関連する心身機能の低下の状態を記載 ICFコード（記述）

全身の関節に中程度の可動域制限がある。 b.7102.2（全身の関節の可動性）

全身の関節重度の不安定性がある。 b.7152.3（全身の関節の安定性）

全身に重度の筋力低下がある。 b.7306.3

関連する身体構造の状態を記載 ICFコード（記述）

上腕の筋萎縮は非常に強い。 s.73002.4（上腕の筋）

前腕の筋萎縮は非常に強い。 s.73012.4（前腕の筋）

手の筋萎縮は非常に強い。 s.73022.4（手の筋）

改善目標とする活動・参加の項目と状態を記載 ICFコード（記述）

パソコンのマウスを手で操作することは全くでき d.4402.4（操作すること）

ない。

支援機器

（ISO9999コード）

トラックボール
（22 36 21 コンピュータ用ポインティングデバイ
ス）

機種名

（メーカ）

ＫＥＮＳＩＮＧＴＯＮ ExpertMouse ワイヤレストラッ
クボール

利用におけるステークホルダを記載 留意点を記載

自身・家族・友人等

利用環境を記載 留意点を記載

在宅での使用

改善後の状態を記載 ICFコード（記述）※目標とした項目以外があれば導入前の状態と共に記載

トラックボールを使用することにより，手を使って d.4402.0（操作すること）

のマウス操作が可能となる。これによりパソコン d.9204.0（趣味）[支援機器導入前 : d.9204.4]

を使用し，外界とつながることが可能となる。ま

た，ネットサーフィンなど趣味活動の一部が可

能となる。

生活機能の状態（支援機器あり）

ステークホルダ，留意点

利用環境，留意点

改善目標とする活動・参加の項

目と改善後の状態，ICFコード

（記述）

図や写真があれば添付

支援機器選定・導入ガイド　情報整理シート

生活機能の状態（支援機器なし）

心身機能の状態，

ICFコード（記述）

身体構造の状態，

ICFコード（記述）

改善目標とする活動・

参加の項目と状態，ICFコード

（記述）

想定される支援機器
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疾患等

（ICDコード）

MCI (F06.7　軽症認知障害)，
高血圧（I11.9　心不全を伴わない高血圧性心疾患）

関連する心身機能の低下の状態を記載 ICFコード（記述）

軽度の記憶障害がある b.1440（短期記憶）

血圧が高い b.4200（血圧の上昇）

関連する身体構造の状態を記載 ICFコード（記述）

改善目標とする活動・参加の項目と状態を記載 ICFコード（記述）

処方薬の飲み忘れがある d.2302（日課の達成）

血圧管理ができない d.5702（健康の維持）

支援機器

（ISO9999コード）

服薬支援機器（041904 薬剤の正しい使用を確
保するための、用量の計測・分注・変更に用いる
服薬支援用具）

機種名

（メーカ）

服薬支援器（Pivotell）

利用におけるステークホルダを記載 留意点を記載

自身，家族，訪問看護師，ケアマネージャー等 支援者が，服薬支援器のアラーム時間などを設定し，薬を

服薬支援器に詰める準備も行う。また，適宜，服薬状況を

確認する．外出時の対応については，別途検討する。

利用環境を記載 留意点を記載

在宅での使用 利用者の目につきやすい場所に設置する

改善後の状態を記載 ICFコード（記述）※目標とした項目以外があれば導入前の状態と共に記載

d.2302（日課の達成）

d.5702（健康の維持）

生活機能の状態（支援機器あり）

ステークホルダ，留意点

利用環境，留意点

改善目標とする活動・参加の項

目と改善後の状態，ICFコード

（記述）

処方薬の飲み忘れがなくなり，血圧管理が良好
になる

図や写真があれば添付

支援機器選定・導入ガイド　情報整理シート

生活機能の状態（支援機器なし）

心身機能の状態，

ICFコード（記述）

身体構造の状態，

ICFコード（記述）

改善目標とする活動・

参加の項目と状態，ICFコード

（記述）

想定される支援機器
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６．支援機器の選定方法 
１）支援機器選定の流れ 

 支援機器の利用は，全体のリハビリテーションの計画やケアプランにおいて決められる

ことが基本となる。もちろん，その他の文脈で利用が検討され，機器の選定プロセスが始

まることもあるが，ここでは基本的な流れを以下に示すこととする。 

 

 ①全体のリハビリテーションの計画やケアプランの作成 

②リハビリテーションの計画やケアプランの中での目標設定の確認  

→支援機器を活用して，どのような場面（活動・参加）を改善したいか？ 

③関連する心身機能・身体構造の確認 

④支援機器を使わない状況での活動・参加の状況の記述 

⑤どのような支援機器が活用できるかの確認 

⑥想定する支援機器の利用で目標とする活動・参加がどうなるかを机上検討 

⑦見通しがたったところで，実際の評価や練習へ 

⑧利用環境の確認および支援機器の調整や機種の選定 

⑨支援機器の導入および環境との調整 

 

この中で，本ガイドでは特に機器の利用の検討が始まり，機器の選定をする段階②から

機器選定の最初のプロセスとなる⑥までを中心に，ICFを用いた支援機器の選定方法につ

いてポイントを解説する。この段階は，支援機器の選定，導入運用の全体に影響を及ぼす

重要な段階であり，本ガイドで着目することとした。⑦以降のプロセスは，専門職による

評価や訓練，利用現場との調整や機種選定等になるため，これまでにも比較的に手法が確

立されている項目である。これらの段階においても，本ガイドが提供する ICFを用いた支

援機器選定のための情報整理シートを活用することで，方針変更等のたびに支援機器の効

果やステークホルダーおよびその役割を確認することに役立てることができる。 

 

２）目標設定の確認 
まずは，リハビリテーションの計画やケアプランで想定された支援機器，支援機器の利

用場面，支援機器の利用により想定される改善効果，介助者の状況，住環境，現在使用し

ている支援機器に関する情報を確認する。これらの情報を情報整理シートに記載する。支

援機器が具体的に想定されていない場合は，支援機器に関連する項目は空欄としておく。 

この段階で特に重要な点は，リハビリテーションの計画やケアプランで設定された生活

目標と，支援機器の利用場面および支援機器の利用により想定される改善効果の関係を明

確にしておくことである。さらに，介助者の状況や住環境，既存の支援機器等の環境要因

を整理しておくことも重要である。 

【コラム 3】 世界保健機関（WHO）における支援機器に関する取り組み 

WHO では，2013 年に開催された国連「障害と開発に関するハイレベル会議」での議論を

受け，2014 年から支援機器の世界的な協力関係構築に向けた取り組み（GATE：Global 

Cooperation on Assistive Technology）を展開している。これまでに，支援機器の重点 50

品目の選定，支援機器に関する重点研究項目の選定，支援機器の普及に関する国力評価ツ

ールの開発，支援機器の評価ツールの開発等を行っており，その集大成として WHO と国連児

童基金 （UNICEF：United Nations Children's Fund）が共同で，支援機器のグローバルレ

ポートの作成を進め，2022 年 5 月に発行された。日本からは，情報支援ロボットを長期間利

用している高齢者のケースが掲載されている。 
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以上の情報を確認したうえで，改めて支援機器の利用場面を設定する。前述の情報確認

のプロセスにおいて，利用場面の修正が必要な場合は，適宜修正を行い，情報整理シート

の情報を更新していく。 

続いて，設定した利用場面が ICFの活動・参加の分類（eコード）のどの項目に合致す

るかを確認し，情報整理シートに記載する。ICFの活動・参加の分類項目では，活動と参

加を明確に分けてはいないものの，個人で行う活動寄りの項目（主に第１～５章）と，社

会との関連の中で行う参加寄りの項目（主に第６～９章）で，切り口の違う項目が設定さ

れている。その点を踏まえて，あてはまるコードを必要に応じて複数抽出しておくとよ

い。コードについては，最も下位のレベルまで記載し，項目名は数字３桁の第２分類の項

目と最下位のレベルの項目名の両方を記述しておくとよい。 

 

３）関連する心身機能・身体構造の確認 
 対象となる利用者の心身機能・身体構造の状態を再度把握し，情報整理シートの内容を

確認する。修正が必要な場合には，適宜内容を修正する。この段階で想定する支援機器が

具体的にあげられている場合には，その操作に関連する心身機能・身体構造の状態につい

ても確認し，記載しておく。また，抽出された心身機能・身体構造について ICFコードを

抽出して，そのコードを情報整理シートに記載し，併せて第２分類の項目名と最下位の項

目名を記載する。 

 

４）改善目標とする活動・参加の現状の記述 
 「２）目標設定の確認」で設定した改善目標とする活動・参加の現状を確認し，情報整

理シートにその状況を記述する。記述に加えてその程度についての評価点を記載しておく

ことも推奨する。ICF では活動・参加の評点として表２の５段階の評価を提示している。 

表２ ５段階の評価 

段 階 内 容 

xxx.0 困難なし 

xxx.1 軽度の困難 

xxx.2 中等度の困難 

xxx.3 重度の困難 

xxx.4 完全な困難 

 

 これに準拠する形で，改善目標とする活動・参加の現状を記述することが望ましいが，

本ガイドの利用環境に応じて他の指標などを利用した記述としてもよい。その際は，参照

する評価指標に関する注記を記しておくことを推奨する。 

 

５）活用できる支援機器の確認と選択 
これまでに情報整理シートに記載した ICFの活動・参加のコードおよび心身機能・身体

構造のコードをもとに，支援機器 ICF対応表を利用して，活用の可能性のある支援機器を

確認する。支援機器 ICF対応表の利用方法については，「７支援機器 ICF対応表」を参照

してほしい。 

支援機器 ICF対応表では，多種多様な障害を包括的に取り扱っているため，そこで表示

される支援機器は対象とする利用者に活用できないものも含まれている。その点も考慮

し，幅広に支援機器の可能性を考えつつ，対象とする利用者の心身機能・身体構造の状

況，介助者の状況，住環境，現在使用している他の支援機器に関する情報等を確認しなが

ら，適した機器を選定する。すでに利用を想定している支援機器がある場合でも，他の可

能性も含めながら支援機器 ICF対応表に提示される機器を確認してほしい。表３に支援機

器の選択におけるポイントを示す。 
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表３ 支援機器の選択におけるポイント 

本人の状況との関係 

・心身機能・身体構造の状態で，想定する支援機器が利用できる状況か 

・医学的な禁忌事項や二次障害への配慮が可能か 

・生活への意欲や介護者への思い，好みや習慣などの心理的要因への配慮が可能か 

介護者の状況との関係 

・介護者の人数や身体機能，体力などを考慮して支援機器の利用が可能か 

・介護方法の習得度や危険への対処の可否，支援機器使用方法の理解力などを考慮し

て，支援機器の利用が可能か 

・介護負担の軽減につながるか，もしくは許容できない増加につながることはないか 

住環境との関係 

・支援機器の利用場所の広さや高さは十分か 

・段差や床の材質は，支援機器の利用に適した状況か 

すでに使用している支援機器との関係 

・併用する支援機器がある場合には，その機器との適合性は確保されるか 

・複数の支援機器が動作するスペースが十分か 

社会環境との関係 

・給付制度等の利用を考える場合には，その対象となるか 

・近隣の道路状況や公共交通機関の状況が支援機器の利用に適しているか 

 

また，支援機器 ICF対応表では，公益財団法人テクノエイド協会が運営する製品のデー

タベースとリンクして情報を提示することも可能である。個々の製品の情報を確認しなが

ら，機器の選定を進めることも有用である。 

活用候補となる支援機器が決定したら，その情報を情報整理シートに記載する。機器名

の記載に合わせて，ICF・支援機器対応表で示される ISO 9999のコードも記載しておく。 

 

６）目標とする活動・参加の改善の見積り 
 前項で選択した支援機器を利用して改善目標とする活動・参加の項目がどの程度改善さ

れる見込があるかについて，情報整理シートにその状況を記述する。状況の記述に加え

て，「４）改善目標とする活動・参加の現状の記述」で評価点を記載している場合には，

支援機器の利用により見込まれる状況を表す評価点を記載しておく。さらに，改善目標と

した項目以外の活動・参加への影響についても確認し，その状況を情報整理シートに記載

する。特に負の影響が想定されるものがあれば，その改善策の検討も行う。 

  

７）評価や練習のプロセスへ 

以上のプロセスにより，支援機器の選択と活動・参加の改善の見積りを行い，その効果

が十分ではない場合には，②から⑥のプロセスを繰り返すことも必要である。 

 利用の可能性のある支援機器について見通しが立った場合には，⑦以降の実際の評価や

練習，支援機器の機種の選定，環境と機器の調整を進めていく。これらのプロセスについ

ては，機器ごとに確認すべき点や注意点が異なることが多く，それぞれの選定手法を参照

することをお勧めする。公益財団法人テクノエイド協会では，ICF・支援機器対応表で表

示される CCTA95のコードに基づいて，選び方・使い方のガイドを公開している。それら

の活用も考慮されたい。 

 

７．支援機器 ICF 対応表      
 １）支援機器 ICF 対応表とは 

国際的な共通言語である ICFと ISO 9999を用いて，支援機器のデータと利用者の特
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徴，利用場面を結び付けたものである。 

 

２）支援機器 ICF 対応表の構成について 
支援機器 ICF対応表（以下，対応表）は，縦軸を心身機能，身体構造の ICFコード（第

一レベル１６項目/第二レベル１７１項目），と横軸を活動と参加の ICFコード（第一レ

ベル９項目/第二レベル１１８項目）とする表で，それぞれの項目の交点部分に相当する

セルに ISOコードと関連づけられた支援機器を配置している（図 4）。 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

 

 

 

      
 

 

 

 

図４ 支援機器 ICF 対応表イメージ（参考例） 

      

・この対応表では，一つの支援機器が複数のセルに配置されることが多く，また一つのセ

ルに複数の支援機器が配置されることがある。 

・個々の支援機器と ICF の心身機能，身体構造，活動と参加の複雑な関係を一つの画面で

対応づけることができる。 

・対応表においては，利用者の特徴として ICF の心身機能・身体構造のコード，利用場面

として ICF の活動と参加のコードを選び，その交点に配置された支援機器をみることで，

設定した利用者の特徴と利用場面に則した支援機器を確認し，選定の参考にすることがで

きる。 

・対応表は，支援機器の関連情報の入力および各支援機器に関連する ISO のコード，ICF 

のコードを検索し，対応づけを行えるデータベースを開発し，本データベースに支援機器

の情報と ICF，ISOとの関係を登録することで作成した。 

・支援機器と ICFの対応づけが難しい項目については，データ上で個々の研究者の主観的

な確信度を付し，対応づけの妥当性を複数名で協議・評価を行った。 

・本データベースで作成したデータは，CSV でデータを書き出すことが可能であり，2 次

元の対応表は，本データを元に作成した。 

・対応表への支援機器の登録件数は８２１件（2022 年 12月時点）である。第二レベルを

縦軸横軸とする対応表は，縦１７１項目，横１１８項目と非常に大きく，そのままでは全

体を把握しづらい。このため，まず第一レベルの対応表で ICFのコードを選択し，その交

点をクリックすることで，選択した第一レベルの下位の第二レベルの部分的な対応表が表
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示される「支援機器 ICF対応表 検索システム」を構築した（図５）。 

・本ガイドでは，この「支援機器 ICF対応表 検索システム」を用いて，利用者の特徴，

支援機器の利用場面から利用が想定される機器を検索する方法を示す。 

      
      
      

 

      
      
      
      
      
      
      
      
      
      
      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

図５ 支援機器 ICF 対応表 検索システム－第一レベル一覧 

① b/s から利用

者の特徴を表す

項目を選ぶ 

② d から利用場面

を表す項目を選ぶ 

③ b/s の項目，d

の項目の交点をク

リックすると，選ん

だ両項目に関連

した支援機器の

一覧が表示される 
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３）利用者の機能障害および支援機器の利用場面の選択 
・まずは，以下の心身機能・身体構造から利用者の特徴を表す第一レベルの項目を一つ選

択する。 

 

 

心身機能 第一レベル 第一レベル名称 

b1 精神機能 

b2 感覚機能と痛み 

b3 音声と発話の機能 

b4 心血管系・血液系・免疫系・呼吸器系の機能 

b5 消化器系・代謝系・内分泌系の機能 

b6 尿路・性・生殖の機能 

b7 神経筋骨格と運動に関連する機能 

b8 皮膚および関連する構造の機能 

 

 

身体構造 第一レベル 第一レベル名称 

s1 神経系の構造 

s2 目・耳および関連部位の構造 

s3 音声と発話に関わる構造 

s4 心血管系・免疫系・呼吸器系の構造 

s5 消化器系・代謝系・内分泌系に関連した構造 

s6 尿路性器系および生殖系に関連した構造 

s7 運動に関連した構造 

s8 皮膚および関連部位の構造 

 

 

・続いて以下の活動と参加から，利用場面を表す第一レベルの項目を一つ選択する。 

 

活動と参加 第一レベル 第一レベル名称 

d1 学習と知識の応用 

d2 一般的な課題と要求 

d3 コミュニケーション 

d4 運動・移動 

d5 セルフケア 

d6 家庭生活 

d7 対人関係 

d8 主要な生活領域 

d9 コミュニティライフ・社会生活・市民生活 

 

・「支援機器 ICF対応表 検索システム」の縦軸・横軸について，選択した心身機能・身

体構造の第一レベル，活動と参加の第一レベルの交点を探し，そこかに書かれた数字（両

項目に関連する支援機器の数）をクリックする。 

・クリックすると，選択した第一レベルの下位項目である第二レベルを縦軸・横軸とする

新たな対応表（第二レベル一覧）が表示される（図６）。 
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図６ 支援機器 ICF 対応表 検索システム－第二レベル一覧 

      

 

・第一レベルの対応表と同じように，表示された軸の中から利用者の特徴を表す心身機

能・身体構造の第二レベル，利用場面を表す活動と参加の第二レベルの交点を探し，そこ

に書かれた数字（両項目に関連する支援機器の数）をクリックする。 

・クリックすると，選択した心身機能・身体構造，活動と参加の第二レベルに関係する支

援機器の一覧が表示される（図７）。 
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図７ 支援機器 ICF 対応表 検索システム－機器一覧 
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４） 想定される支援機器の閲覧      
・表示された一覧の中からみてみたい支援機器の「詳細」をクリックする。 

・クリックすると，選んだ支援機器について「機器名」「機器イラスト」「説明文」「利

用できる可能性のある制度名」「関連する ICFコード」「関連する ISOコード」「関連す

る CCTA95コード」が表示される（図８）。なお，CCTA95コードはテクノエイド協会が定

めている「福祉用具の分類コード」である。 

・選んだ支援機器に関連する参考製品例を探す時には， CCTA95コード欄の「参考製品

例」のリンク先を確認する。 

・選んだ支援機器が実際に役立ちそうな場合は，機器詳細の情報を参考に機器の導入を検

討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図８ 支援機器 ICF 対応表 検索システム－機器詳細 
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８．支援機器の選定・導入の全体の流れと本ガイドの位置づけ                     
 本ガイドでは，制度で給付される福祉用具に限らず，一般製品まで含めた支援機器の選

定・導入を適切に行うための知識と手法を提供している。しかしながら，選択から導入に

至る流れは制度によって異なり，ステークホルダーも変わってくる。以下に，それらを整

理してフローチャートとしてまとめたものが図９である。支援機器 ICF対応表では，利用

可能な制度についての情報も参考として提示している。その情報も考慮しつつ，適切な機

関につなげていくことも重要である。また，相談を受けた方（もしくは施設等）で支援機

器の選定や導入が難しい場合には，より専門性の高い施設につないでいくことも重要であ

る。一般製品の選定・導入については，ITサポートセンターやリハビリテーションセンタ

ーなどのリソースはあるものの，まだまだ頼れる施設や機関が整備されていないため，今

後の環境整備が必要とされている。この領域は，ある程度の試行錯誤や地域の特性などを

活かした進め方を考えることも必要であり，まずはそれぞれの特性に合わせた好事例が示

されることが第一歩と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図９ 支援機器の選定・導入の流れ 

        

９．支援機器の有効活用に向けて 
 これまで障害のある方に対する機器の提供は，補装具費支給制度や日常生活用具支給等

制度，介護保険制度等の給付を支える制度が重要な位置づけを担ってきた。一方で，障害

のある方を支援する機器の利用には，制度に関する知識や高度な専門性を持ち合わせた専
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門職の関与が必須とされてきた。このような枠組みの中で，日本はこのような機器の利用

や普及という点において，世界でもトップクラスの高い利用率を誇っている。 

 しかしながら，昨今の急速な技術革新により一般製品の中でも障害のある方々に役立つ

機器が多く市場に提供されるようになってきた。これらの機器を有効に活用することによ

り，障害のある方々の生活はまた一段と豊かになるものと考えられる。支援機器は，本稿

でも解説したとおり，特定の人を対象とした特定の機器（いわゆる福祉用具）だけではな

く，一般製品も含めて役立つ機器全体を包含する意味をもっている。 

 支援機器をより幅広く，必要とする方に届けるには，給付制度や専門性の高い専門職の

みに頼っていては当然のごとく限界がある。本ガイドは，このように機器の範囲と，それ

に関わる専門職の範囲について，いかにして裾野を広げることを目指して作成したもので

ある。そのために専門職の間で利用が進みつつある，国際的な共通言語としての ICFを核

として，支援機器の利用者と機器の関係を整理し，適切な機器の選定・導入に至るプロセ

スを示すこととした。 

 まだまだ制度外の機器については，データや情報が足りていないのが現状であるが，今

後は支援機器 ICF対応表への追加も進めていく予定であり，幅広く支援機器が適切に利用

できるよう，本ガイドの普及も含めて展開することとしている。より多くの方に関わって

いただきながら，より多くの利用者の手に，より多くの支援機器が届くよう，支援機器分

野のさらなる進展に期待する。 

 本ガイドは，厚生労働行政推進調査事業「支援機器の適切な選定および導入運用に向け

たガイドライン作成のための研究（19GC2002）」および「リハビリテーション関連職等が

支援機器の適切な選定・導入運用時に用いるガイドラインの開発（21GC2003）」により作

成された。 

 

１０．参考情報リスト 
・福祉用具情報システム（TAIS）：公益財団法人テクノエイド協会 

ＵＲＬ：https://www.techno-aids.or.jp/system/index.shtml（2023年 3月 6日閲覧） 

 解 説：支援機器の国内最大のデータベース。国内の福祉用具メーカーまたは輸入事業

者から「企業」および「福祉用具」に関する情報を収集し，ホームページを通

じて情報発信するシステムで，TAIS コードからの検索が可能である。 

 

・福祉用具の選び方・使い方情報：公益財団法人テクノエイド協会 

 ＵＲＬ：https://www.techno-aids.or.jp/howto/index.shtml（2023年 3月 6日閲覧） 

解 説：支援機器の選び方・使い方に関する情報を機器ごとに掲載しており（124種類

の機器），TAISコードからの検索が可能である。 

 

・わくわく用具ショップ：社会福祉法人日本点字図書館 

 ＵＲＬ：https://yougu.nittento.or.jp/ （2023年 3月 6日閲覧） 

 解 説：視覚障害者を対象とした支援機器のカタログを掲載している。 

 

・補装具費支給制度の概要：厚生労働省 

ＵＲＬ:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougai 

shahukushi/yogu/aiyo.html（2023年 3月 6 日閲覧） 

 解 説：障害者総合支援法に基づく，補装具の支給に関する制度を解説している。 

 

・日常生活用具給付等事業の概要：厚生労働省 

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougai 

shahukushi/yogu/seikatsu.html（2023年 3月 6日閲覧） 
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 解 説：障害者総合支援法に基づく，日常生活用具給付等に関する事業を解説してい

る。 

 

・介護保険―福祉用具・住宅改修について：厚生労働省 

ＵＲＬ：https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000212398.html

（2023年 3月 6日閲覧） 

  解 説：介護保険の福祉用具貸与，福祉用具販売，住宅改修に関する制度を解説して

いる。 

 

・労災保険―義肢等補装具費支給制度のご案内：厚生労働省 

ＵＲＬ：https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&ved=2 

ahUKEwju3fy_mbr9AhW1sVYBHTboDrcQFnoECBwQAQ&url=https%3A%2F%2Fwww.mhlw.

go.jp%2Fnew-info%2Fkobetu%2Froudou%2Fgyousei%2Frousai%2Fdl%2F040325-

10.pdf&usg=AOvVaw3GHxCQXpHxdb_S0W7tznOw（2023年 3月 6日閲覧） 

 解 説：労災保険の義肢等補装具費支給に関する制度を解説している。 

 

・制度について―義肢装具の手続き：国立障害者リハビリテーションセンター 

 ＵＲＬ：http://www.rehab.go.jp/innovation/system/（2023年 3月 6日閲覧） 

解 説：義肢装具の給付を受ける際の支給制度の選択の流れや申請から支給までの手続

きの流れを解説している。 

 

・福祉機器―選び方・使い方：国際福祉機器展 

 ＵＲｌ：https://hcr.or.jp/useful/howto（2023年 3月 6日閲覧） 

 解 説：2022年に開催された国際福祉機器展における福祉機器の選び方・使い方セミナ

ーの動画やテキストを掲載している。 

 

・国際生活機能分類（日本語版）：世界保健機関（WHO）  

ＵＲＬ：https://www.google.com/url?sa=t&rct=j&q=&esrc=s&source=web&cd=&cad=r 

ja&uact=8&ved=2ahUKEwiMob2wnrr9AhVQs1YBHXmLALkQFnoECDwQAQ&url=https%3A

%2F%2Fapps.who.int%2Firis%2Fbitstream%2Fhandle%2F10665%2F42407%2F92415 

45429-jpn.pdf%3Fsequence%3D313%26isAllowed%3Dy&usg=AOvVaw3Cwl7ncZktAFO 

DSNa5zmrc（2023年 3月 6日閲覧） 

 解 説：2001年に発行された国際生活機能分類の日本語版である。 
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